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議案第 １８ 号 

 

令和６年度 有田川町水道事業会計予算 

 
（総  則） 
第１条 令和６年度有田川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 戸 数             ７，２００戸 

（２） 年 間 給 水 量         ２，０６６，０００ｍ3 

（３） １日平均給水量             ５，６６０ｍ3 

（４） 主要な建設改良事業 

吉備浄水場兼水道庁舎建設工事            １２１,８１０千円 

（土木・建築工事、施工監理業務委託）                

吉原集排公共下水道接続工事に伴う           ２６,５００千円 

水道管移設工事 

 

（収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益   ５０７，６８４千円 

第１項 営 業 収 益   ４２７，８１２千円 

第２項 営業外収益       ７９，８７０千円 

第３項 特 別 利 益             ２千円 

支      出 

 第１款 水道事業費用   ４４４，８７０千円 

第１項 営 業 費 用   ４０３，７２７千円 

第２項 営業外費用    ３７，６４３千円 

第３項 特 別 損 失       ５００千円 

第４項 予 備 費       ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対   

し不足する額 ５３，０５０千円は、消費税資本的収支調整額 １３，６１３千円、過年度

分損益勘定留保資金 ８３８千円、当年度分損益勘定留保資金 ３８，５９９千円で補てん

するものとする。）。 
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収      入 

 第１款 資本的収入   １３６，３１０千円 

  第１項 工事負担金          １６，３１０千円 

第２項 企  業  債   １２０，０００千円 

 

  支      出 

 第１款 資本的支出   １８９，３６０千円 

第１項 建設改良費         １４９，７６０千円 

第２項 企 業 債          ３９，６００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

 

 
 
 
 
 
 
 
（企業債） 
第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

吉備浄水場兼水道

庁舎建設工事 
120,000 千円 証書借入 

3.5％以内 
（ただし、利率見直し方

式で借り入れる政府資金

および地方公共団体金融

機構資金について、利率

の見直しを行った後につ

いては、当該見直し後の

利率） 

借入先の融資条

件による。ただ

し企業財政その

他の都合により

繰上償還又は低

利に借り換える

ことができる 

 

（一時借入金） 
第７条 一時借入金の限度額は ２００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 収益的支出のうち、第１項営業費用と第２項営業外費用と第３項特別損失との 

間の流用 

（２） 資本的支出のうち、建設改良費及び企業債償還金間の流用 

 

 

 

 
事  項 

 
期  間 

 
限 度 額  

 
吉備浄水場兼水道庁舎建設 
工事 

 
令和７年度から 
令和８年度まで 

 
 

２，４５１，６５１千円 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ 

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費             ４４，２３４千円 

 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、 ７，２０５千円と定める。 

 

 

 

 

                           令和 ６年 ３月 ５日 提出 

                             有田川町長 中 山 正 隆           
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付   属   書   類 

 

１． 令和 ６年度 予 算 実 施 計 画 

２． 令和 ６年度 予定キャッシュ・フロー計算書 

３． 給 与 費 明 細 書                         

４． 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

５． 令和 ５年度 予 定 損 益 計 算 書  

６． 令和 ５年度 予 定 貸 借 対 照 表 

７． 令和 ６年度 予 定 貸 借 対 照 表 

８． 令和 ６年度 予 算 説 明 書 
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収 益 的 収 入 （単位　千円）

予 定 額

1. 水道事業収益 507,684

1. 営業収益 427,812

1. 給水収益 390,010 水道料金及び量水器使用料

2. 受託工事収益 1  

3. その他の営業収益 37,588 材料売却収益、開始手数料等

4. 工事負担金 213 消火栓修理負担金

2. 営業外収益 79,870

1. 受取利息及び配当金 1 預金利子等

2. 他会計補助金 1 一般会計繰入金

3. 長期前受金戻入 71,979  

4. 雑収益 7,889 加入分担金等

3. 特別利益 2

1. 過年度損益修正益 1  

2. 引当金戻入益 1  

収 益 的 支 出 （単位　千円）

予 定 額

1. 水道事業費用 444,870

1. 営業費用 403,727

1. 原水及び浄水費 24,708 水源、導水管の維持管理費

2. 配水及び給水費 165,826 配水池、配水管の維持管理費

3. 受託工事費 1  

4. 総係費 33,292 営業全般に要する経費

5. 減価償却費 166,200 固定資産減価償却費

6. 資産減耗費 11,500 固定資産除却費等

7. その他の営業費用 2,200 材料売却原価

2. 営業外費用 37,643

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 7,642
企業債支払利息、一時借入金利
子

2. 雑支出 1  

3. 消費税及び地方消費税 30,000  

款 項 目 備　　　考

令和6年度　有田川町水道事業会計予算実施計画

 

款 項 目 備　　　考
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3. 特別損失 500

1. 過年度損益修正損 500  

4. 予備費 3,000

1. 予備費 3,000  

資 本 的 収 入 （単位　千円）

予 定 額

1. 資本的収入 136,310

1. 工事負担金 16,310

1. 工事負担金 16,310 工事及び消火栓設置負担金等

2. 企業債 120,000

1. 企業債 120,000  

資 本 的 支 出 （単位　千円）

予 定 額

1. 資本的支出 189,360

1. 建設改良費 149,760

1. 資産購入費 122,950 吉備浄水場兼水道庁舎建設工事

2. 配水管整備費 26,810
公共下水道事業に伴う水道管移
設工事

2. 企業債 39,600

1. 企業債償還金 39,600 企業債償還元金

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 69,016

減価償却費 166,200

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △515

貸倒引当金の増減額（△は減少） 267

長期前受金戻入額 △71,979

受取利息及び配当金 △1

支払利息及び企業債取扱諸費 7,642

固定資産除却費 10,000

未収金の増減額（△は増加） △5

未払金の増減額（△は減少） △8,278

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,649

小計 174,995

利息及び配当金の受取額 1

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △7,642

業務活動によるキャッシュ・フロー 167,354

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △136,147

補助金、負担金等による収入 16,310

投資活動によるキャッシュ・フロー △119,837

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 120,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △39,600

財務活動によるキャッシュ・フロー 80,400

資金増減額 127,917

資金期首残高 1,530,217

資金期末残高 1,658,134

令和６年度　有田川町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）
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１　総　　括

計

（千円）

給料

（千円）

手当

（千円）

特別職 一般職

（千円）（人） （人）

報酬

（千円）

福利費

（千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書

区分

職員数 給与費 法定
合計

　

35,718

　

20,050

　

15,668－ 5 － 8,516 44,234

　 （ － ） 　 　 　
本年度

　　 　

7,277 41,379－ 5 －

　

34,10214,57519,527

　 （ － ） 　 　
前年度

　

1,093

合計

0

0

8,384

300 4,600

15,668

14,575

（千円） （千円） （千円）

0 602△ 7 0

（千円）

区分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比較 438 0 0 60 0

前年度 576 356 312 313 7,782336

336 306 360 4,600

（千円）

本年度 1,014 356 312

手当 手当 手当 手当

児童 時間外住居 管理職

給付費手当 勤務手当

523

　 　　

1,616

　

1,093 2,855

手
当
の
内
訳

扶養 通勤

手当

1,239

宿日直 期末勤勉

手当

退職

（ － ） 　　

－ 0 －

ア　会計年度任用職員以外の職員

区分

職員数 給与費 法定

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円）

比較

※（　　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員（外書き）

　 （ － ） 　 　 　

－ 5 － 20,050 15,668 35,718 8,516 44,234

　 　 　
本年度

　 　

19,527 14,575 34,102 7,277 41,379

　 （ － ） 　 　 　
前年度

　

－ 5 －

△ 7 60 0 602 0 1,093

手
当
の
内
訳

区分

比較 438 0 0 0

　 （ － ） 　 　 　
比較

－ 0 － 523 1,093 1,616

時間外 期末勤勉 退職

1,239

児童

2,855

　 　 　

※（　　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

扶養 通勤 住居 管理職 宿日直
合計

手当 手当 手当 手当 手当 手当 勤務手当 手当 給付費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,014 356 312 336 306 360 4,600 8,384 0 15,668

前年度 576 356 312 336 313 300 4,600 7,782 0 14,575
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２　給料及び手当の増減額の明細

比較

前年度

給付費

本年度

退職
合計

手当 手当 手当 手当 手当 手当 勤務手当 手当手
当
の
内
訳

扶養 通勤 住居 管理職 宿日直 児童 時間外 期末勤勉

　　 （　　） 　 　 　 　 　

　 　　 （　　） 　 　 　 　

　

（千円）

報酬

（千円）

　 （　　） 　 　 　 　 　

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説明 備考

法定
合計

給料 手当 計

給料 523

給与改定に伴う増減分 111

昇給に伴う増加分 255

手当 1,093
制度改正に伴う増減分 257 期末・勤勉手当率等改正による

その他の増減分 836 人事異動等による

その他の増減分 人事異動等による157

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区分

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比較

※（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員（外書き）

イ　会計年度任用職員

区分

職員数 給与費

特別職 一般職 福利費
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３　給料及び手当の状況

（１）　職員一人当たり給与 （２）　初任給

（３）　級別職員数 （４）　昇給

職員数 （Ａ）（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人）

０号級

令和６年 １号級

1月1日現在 ２号級

３号級

４号級

５号級

６号級

７号級

令和５年 ８号級

1月1日現在

職員数 （Ａ）（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人）

０号級

１号級

２号級

　 （級別の基準となる職務） ３号級

４号級

部長級の職務 ５号級

課長級の職務、保育所長 ６号級

困難な業務を行う統括指導主事及び消防本部課長の ７号級

職務 ８号級

班長、副班長及び統括指導主事の職務

消防本部課長、消防副署長及びこれに相当する

消防司令の職務

主任調理員、消防署班長及び副班長の職務

主任、指導主事、主任保健師、主任保育士、

主任調理員の職務

消防署班長及び副班長の職務

保育士、調理員の職務

主査の職務

相当な知識又は経験を必要とする業務を行う主事、

保健師、保育士、調理員の職務

主事、保健師、保育士、調理員の職務

区　　　　　分
区分 月額（円）

一般会計の制度

令和6年1月1日現在

 平均給料月額（円） 328,900 月額（円）

 平均給与月額（円） 376,105
高校卒 166,600 166,600

平均年齢　（歳） 44

令和5年1月1日現在

 平均給料月額（円） 321,500
大学卒 196,200 196,200

 平均給与月額（円） 363,487

平均年齢　（歳） 42.4

区分
職　　員 区分 職員

級 職員数（人） 構成比（％）

本
年
度

5

６ 0 － 5

５ 1 20.0

昇給数別内訳

４ 1 20.0

３ 3 60.0

２ 0 －

１ 0 － 5

計 5 100.0

６ 0 －

５ 1 20.0

４ 1 20.0

３ 2 40.0  比率　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 100.0

２ 1 20.0

前
年
度

5

１ 0 － 5

計 5 100.0

昇給数別内訳等級 内容

６級

5

５級

３級

４級  比率　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 100.0

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う保健師、

困難な業務を行う指導主事、主任保健師、主任保育士、

１級

２級
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（５）　特殊勤務手当

（６）　期末手当・勤勉手当

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）　その他の手当

職員

給料総額に対する比率（%)

支給対象職員の比率（%)

代表的な特殊勤務手当の名称

区分

区分
支給期別支給率 支給率計 制度上の段階、職務の級等による

加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分） （月分）
本年度 2.250 2.250 4.500 有り
前年度 2.200 2.200 4.400 有り

（月分） （月分） （月分）

一般会計の制度 2.250 2.250 4.500 有り

調整額、定年前早期
退職特例措置

区分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分）

47.70900
調整額、定年前早期
退職特例措置

（支給率等）

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

住居手当 同じ

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.70900

通勤手当 同じ

異同の内容
　
　
　

区分 一般会計の制度との異同
扶養手当 同じ
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給水収益等 負担金 企業債

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円

73,461 0

千円

吉備浄水場兼水道
庁舎建設工事

2,573,461 － － 6～8 2,573,461

水道施設維持管理
業務委託及び水道
検針業務等委託料

202,620 5 57,475 6～７

 設計積算システム
 提供業務利用料

7,500 3～5 4,500 6～７ 1,500

千円

145,145 72,573

千円

3,000 1,500

0

0

2,500,000

債務負担行為に関する調書

事   項 限度額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 払 義 務 発 生 予 定 額

期   間 金   額 期   間 金   額

左の財源内訳

72,572
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1. （単位：千円）

(1) 356,897

(2) 0

(3) 46,141

(4) 213 403,251

2.

(1) 15,894

(2) 155,137

(3) 0

(4) 31,509

(5) 167,900

(6) 11,500

(7) 2,000 383,940

営 業 利 益 19,311

3.

(1) 558

(2) 0

(3) 72,042

(4) 8,993 81,593

4.

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 7,926

(2) 19 7,945 73,648

経 常 利 益 92,959

5.

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0

6.

(1) 11

(2) 固定資産売却費 0

(3) その他特別損失 0 11

7.

(1) 0 0 △11

92,948

58,395

その他未処分利益剰余金変動額 0

151,343

引当金戻入益

その他特別利益

予 備 費

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

当年度純利益

過年度損益修正損

特 別 損 失

予備費

過年度損益修正益

受　託　工　事

給　水　収　益

原水及び浄水費

配水及び給水費

資 産 減 耗 費

雑収益

特 別 利 益

雑支出

営 業 外 費 用

受 託 工 事 収 益

総　　係　　費

減 価 償 却 費

令和5年度　有田川町水道事業会計予定損益計算書
（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで）

その他の営業収益

長期前受金戻入

工 事 負 担 金

受取利息及び配当金

他会計補助金

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

その他の営業費用

13



1. （単位：千円）

(1)

(イ) 251,663

(ロ) 241,828

△126,998 114,830

(ハ) 7,071,244

△2,997,534 4,073,710

(ニ) 692,070

△629,497 62,573

(ホ) 29,393

△14,020 15,373

(ヘ) 17,264

△15,135 2,129

(ト) 60,904

△41,924 18,980

(チ) 0

0 0

(リ) 117,987

4,657,245

(2)
(イ) 8

8

(3)
(イ) 0

0
4,657,253

2.
(1) 1,530,217
(2) 24,009

△78 23,931
(3) 12,131
(4) 0
(5) 0

1,566,279
6,223,532

有形固定資産合計

減価償却累計額

減価償却累計額

建設仮勘定

工具器具及び備品

無形固定資産合計

現金預金
未収金

無形固定資産

貸倒引当金

固定資産合計

電話加入権

流動資産合計
資産合計

流 動 資 産

令和5年度　有田川町水道事業会計予定貸借対照表
（令和6年3月31日）

資　　産　　の　　部

機械及び装置

構築物

建物

土地

固 定 資 産

有形固定資産

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

メーター

減価償却累計額

車両及び運搬具

投資合計

投資
基金

貯蔵品
前払金
有価証券
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3. （単位：千円）

(1)

(イ) 建設改良費等の財源に 323,749

充てるための企業債

(ロ) その他の企業債 0

323,749

(2) リース債務 0

(3) 引当金

(イ) 50,683

(ロ) 0

50,683

374,432

4.

(1)

(イ) 建設改良費等の財源に 39,599

充てるための企業債

(ロ) その他の企業債 0

39,599

(2) リース債務 0

(3) 83,468

(4) 0

(5)

(イ) 賞与引当金 2,488

2,488

(6) 20,942

146,497

5.

(1) 3,655,558

(2) △1,325,732

2,329,826

2,850,755

企業債

企業債

引当金

繰 延 収 益

長期前受金

固 定 負 債

流 動 負 債

負債合計

固定負債合計

退職給付引当金

企業債合計

引当金合計

前受金

特別修繕引当金

未払金

流動負債合計

その他流動負債

引当金合計

収益化累計額

繰延収益合計

企業債合計

負　　債　　の　　部
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6. （単位：千円）

(1) 1,987,218

1,987,218

7.

(1)

(イ) 2,053

(ロ) 7,163

9,216

(2)

(イ) 44,000

(ロ) 1,181,000

(ハ) 当年度未処分利益剰余金 151,343

1,376,343

1,385,559

3,372,777

6,223,532

資 本 金

剰 余 金

資　　本　　の　　部

負債資本合計

利益剰余金合計

減債積立金

資本合計

建設改良積立金

剰余金合計

利益剰余金

資本剰余金

資本剰余金合計

受贈財産評価額

資本金合計

資本金

国庫補助金
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令和５年度 有田川町水道事業会計 注記表 

 
 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
（１）資産の評価基準及び評価方法 
  ① たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   ア 貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）によっております。 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 
   定額法を採用しております。但し、メーターについては取替法を採用しており

ます。 
主な耐用年数は次のとおりです。 

建物       ７年～６５年 
構築物      ３年～６０年 
機械及び装置   ５年～２０年 
メーター     ８年 
車両及び運搬具  ４年～５年 
工具器具及び備品 ２年～２０年 

 
 ② リース資産 
  ア 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 

リース取引開始日が平成 26 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 
（３）引当金の計上方法 
  ① 貸倒引当金 
   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収可能性に基

づき、回収不能見込額を計上しています。 
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  ② 退職給付引当金 
   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当

の要支給額（簡便法）に相当する金額を計上しています。 

   
  ③ 賞与等引当金 
   職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当の支給に係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上しています。 

 
（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ① 重要なリース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。 

 
② 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 
 
 
 

以下  余 白 
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1. （単位：千円）

(1)

(イ) 251,663

(ロ) 310,445

△132,498 177,947

(ハ) 7,078,900

△3,147,534 3,931,366

(ニ) 692,070

△635,497 56,573

(ホ) 29,975

△14,220 15,755

(ヘ) 17,264

△15,435 1,829

(ト) 60,904

△46,124 14,780

(チ) 0

0 0

(リ) 167,279

4,617,192

(2)

(イ) 8

8

(3)

(イ) 0

0

4,617,200

2.
(1) 1,658,134

(2) 24,014

△345 23,669

(3) 9,482

(4) 0

(5) 0

1,691,285

6,308,485

有形固定資産合計

減価償却累計額

減価償却累計額

建設仮勘定

工具器具及び備品

無形固定資産合計

現金預金

未収金

無形固定資産

貸倒引当金

固定資産合計

電話加入権

流動資産合計
資産合計

流 動 資 産

令和6年度　有田川町水道事業会計予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

機械及び装置

構築物

建物

土地

固 定 資 産

有形固定資産

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

メーター

減価償却累計額

車両及び運搬具

投資合計

投資

基金

貯蔵品

前払金

有価証券
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3. （単位：千円）

(1)

(イ) 建設改良費等の財源に 404,149

充てるための企業債

(ロ) その他の企業債 0

404,149

(2) リース債務 0

(3) 引当金

(イ) 50,682

(ロ) 0

50,682

454,831

4.

(1)

(イ) 建設改良費等の財源に 39,599

充てるための企業債

(ロ) その他の企業債 0

39,599

(2) リース債務 0

(3) 75,190

(4) 0

(5)

(イ) 賞与引当金 1,973

1,973

(6) 20,942

137,704

5.

(1) 3,671,868

(2) △1,397,711

2,274,157

2,866,692

企業債

企業債

引当金

繰 延 収 益

長期前受金

固 定 負 債

流 動 負 債

負債合計

固定負債合計

退職給付引当金

企業債合計

引当金合計

前受金

特別修繕引当金

未払金

流動負債合計

その他流動負債

引当金合計

収益化累計額

繰延収益合計

企業債合計

負　　債　　の　　部
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6. （単位：千円）

(1) 1,987,218

1,987,218

7.

(1)

(イ) 2,053

(ロ) 7,163

9,216

(2)

(イ) 44,000

(ロ) 1,172,000

(ハ) 当年度未処分利益剰余金 229,359

1,445,359

1,454,575

3,441,793

6,308,485

資 本 金

剰 余 金

資　　本　　の　　部

負債資本合計

利益剰余金合計

減債積立金

資本合計

建設改良積立金

剰余金合計

利益剰余金

資本剰余金

資本剰余金合計

受贈財産評価額

資本金合計

資本金

国庫補助金

21



令和６年度 有田川町水道事業会計 注記表 

 
 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
（１）資産の評価基準及び評価方法 
  ① たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   ア 貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）によっております。 

 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 
   定額法を採用しております。但し、メーターについては取替法を採用しており

ます。 
主な耐用年数は次のとおりです。 

建物       ７年～６５年 
構築物      ３年～６０年 
機械及び装置   ５年～２０年 
メーター     ８年 
車両及び運搬具  ４年～５年 
工具器具及び備品 ２年～２０年 

 
  

（３）引当金の計上方法 
  ① 貸倒引当金 
   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収可能性に基

づき、回収不能見込額を計上しています。 

 
 
  ② 退職給付引当金 
   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当

の要支給額（簡便法）に相当する金額を計上しています。 
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  ③ 賞与等引当金 
   職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当の支給に係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上しています。 

 
（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ① 重要なリース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。 

 
② 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 
 
 
 
 

以下  余 白 
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（単位　千円）

予 定 額

1. 水道事業収益 507,684

1. 営業収益 427,812

1. 給水収益 390,010

水道使用料 379,210  

量水器使用料 10,800  

2. 受託工事収益 1

受託工事収益 1  

3. その他の営業
収益

37,588

材料売却収益 1,200  

手数料 894 開始等手数料

雑収入 35,494
簡易水道・下水道会計負担
金

4. 工事負担金 213

工事負担金 213 消火栓修理負担金

2. 営業外収益 79,870

1. 受取利息及び
配当金

1

預金利子 1  

2. 他会計補助金 1

補助金 1  

3. 長期前受金戻
入

71,979

工事負担金 67,935  

国庫補助金 4,044  

4. 雑収益 7,889

不用品売却収益 1  

その他雑収益 7,888 加入分担金等

3. 特別利益 2

1. 過年度損益修
正益

1

過年度損益修正益 1  

2. 引当金戻入益 1

引当金戻入益 1  

令和６年度　有田川町水道事業会計予算説明書

 

収 益 的 収 入

款 項 目 節 説　　　明
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（単位　千円）

予 定 額

1. 水道事業費用 444,870

1. 営業費用 403,727

1. 原水及び浄水
費

24,708

備消品費 150 消耗品費

燃料費 47 自家発電機燃料代等

光熱水費 16
第10水源地 公共下水道使
用料

通信運搬費 328 専用回線使用料

委託料 756 発電設備保安点検業務委託

手数料 2,595 水質検査費

賃借料 3 電柱用地借上料

修繕費 2,000 漏水修理等

路面復旧費 100 水道工事跡復旧費

動力費 15,425 取水井電気代

薬品費 1,800 原水薬品費

材料費 500 導水管修理時材料費

補償金 240 井戸打替補償

負担金 748 水源地負担金

2. 配水及び給水
費

165,826

給料 11,772 ３名分

手当 9,090 扶養・期末・勤勉手当等

賞与等引当金繰入額 1,968
賞与、法定福利費引当金繰
入額

法定福利費 4,654
職員共済・退職手当事務組
合負担金

被服費 200 作業服、防寒着

備消品費 713
建設物価誌等、修理用消耗
品

燃料費 947 公用車ガソリン代

通信運搬費 602 専用回線使用料

委託料 78,615
施設保守点検委託、漏水調
査業務等

手数料 330 水質検査

賃借料 210 設計積算システム等

修繕費 17,732 配水給水施設等修繕料

路面復旧費 3,000 水道工事跡復旧費

動力費 30,081 配水施設電気代

説　　　明

収 益 的 支 出

款 項 目 節
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予 定 額

薬品費 300 検査薬品

材料費 5,000 漏水修理工事等材料費

保険料 612 賠償責任・機械設備保険

3. 受託工事費 1

材料費 1  

4. 総係費 33,292

給料 8,278 ２名分

手当 3,789 扶養・期末・勤勉手当等

賞与等引当金繰入額 1,357
賞与、法定福利費引当金繰
入額

法定福利費 3,326
職員共済・退職手当事務組
合負担金

旅費 400 研修、会議等旅費

備消品費 1,520 消耗品等

光熱水費 24
水道事務所 公共下水道使
用料

印刷製本費 1,650 納入通知書、封筒等

通信運搬費 2,698 電話代、納付書郵送料等

委託料 3,203 警備、電算保守

手数料 4,295 口座振替、検便手数料

賃借料 669 コピー機、駐車場使用料

修繕費 1,200 公用車等修繕

材料費 30 維持管理材料費

公課費 64 公用車 重量税

研修費 200 研修参加費

会費負担金 235 日本水道協会負担金等

保険料 87 公用車 自賠責保険料

貸倒引当金繰入額 267 貸倒引当金繰入額

5. 減価償却費 166,200

建物 5,500  

構築物 150,000  

機械及び装置 6,000  

メーター 200  

車両及び運搬具 300  

工具器具及び備品 4,200  

6. 資産減耗費 11,500

款 項 目 節 説　　　明
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予 定 額

固定資産除却費 10,000 管路更新等による除却費

たな卸資産減耗費 1,500 不用品処分費

7. その他の営業
費用

2,200

材料売却原価 2,200  

2. 営業外費用 37,643

1.
7,642

企業債利息 7,142 財政融資資金等

借入金利息 500  

2. 雑支出 1

雑支出 1  

3. 消費税及び地
方消費税

30,000

消費税及び地方消費
税

30,000  

3. 特別損失 500

1. 過年度損益修
正損

500

過年度損益修正損 500  

4. 予備費 3,000

1. 予備費 3,000

予備費 3,000  

説　　　明

支払利息及び
企業債取扱諸
費

款 項 目 節
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（単位　千円）

予 定 額

1. 資本的収入 136,310

1. 工事負担金 16,310

1. 工事負担金 16,310

工事負担金 15,810
下水道事業に伴う布設替工
事負担金等

消火栓負担金 500 消火栓新設負担金

2. 企業債 120,000

1. 企業債 120,000

企業債 120,000
吉備浄水場兼水道庁舎建設
工事に伴う企業債

（単位　千円）

予 定 額

1. 資本的支出 189,360

1. 建設改良費 149,760

1. 資産購入費 122,950

建物 121,810
吉備浄水場兼水道庁舎建設
工事

構築物 500 消火栓新設

メーター 640 メーター新規購入

2. 配水管整備費 26,810

工事請負費 26,500 下水道事業に伴う移設工事

工事雑費 310  

2. 企業債 39,600

1. 企業債償還金 39,600

企業債償還金 39,600 財政融資資金等

説　　　明

資 本 的 支 出

款 項 目 節

説　　　明

資 本 的 収 入

款 項 目 節
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